■学習コースⅠ「官製ワーキングプアの現状と課題」
講師：相原久美子　参議院議員
臨時非常勤職員の賃金・労働条件の改善については、２０数年前、自分が札幌市で非常勤職員として働いて以降、自らの基軸の課題として取り組んできた。２００７参議院議員選挙では、ワーキングプア・格差社会の象徴として国会へ送り出していただいた。
なぜ、格差が解消されないのか？昔から、公共サービスのあり方の議論なきままに、小さな政府論・肥大化した行政をいかにスリム化するかという視点のみで行政改革が進められ、結果として職員が減らされ、正規がだめなら、臨時・非常勤・嘱託、民間委託にと流れができた。
今、自治労調査では、5人に1人が非正規といわれている。臨時・非常勤職員で、フルタイムで働いても２００万円になるかならないという層が多い。委託についても年間1,500万円で清掃を委託しているケースでは、委託された会社が委託料の中で、8人分の賃金を払い、清掃車を確保し、運営費、利益をあげている。単純に、委託料から8人分を頭割りしても人件費として200万円にならない。ぜひ、そういう公共サービスを担う職場があることを知っていただきたい。

また、この層の所得をあげる必要がある。改善するためには法律の壁があるため、今回、議員連盟を立ち上げた。議員連盟の取り組みのなかで、パート労働法から除外されている人たちへの法の適用や非常勤職員にも手当てを出せるような法律改正を行っていきたい。

他の人の問題を自分の問題ととらえ、その立場になって考える。つきつめていけば、わが身の問題として、自分たちのこどもが働くときに安定した仕事に就けるのか、公共サービスが公平・公正であるのか、マチが縮小しないでいくことができるのかを考えていただきたい。官製ワーキングプアの課題に取り組むことで、社会や地域は変わっていく。

＝質問＝
1. 胆振地本　室蘭福祉事業協会労組　鷲津さん

Ｑ：公契約条例について、市町村の動きが悪い、国はどのような考えをもっているのか？

Ａ：市町村については自治体財政問題等で進んでいないということは認識している。民主党としては、公契約基本法の制定にむけて取り組みを進めている。
2. 留萌地本　留萌市職労　坂本さん
Ｑ：臨時・非常勤については、自治体財政が厳しいために処遇改善が難しい。財政措置はないのか？
Ａ：総務大臣は処遇改善のために財政措置が必要との認識を持っているので、おしこんでいきたい。

3. 後志地本　岩内町職　村山さん
Ｑ：政権与党において、官製ワーキングプアの解決が難しいとはどういうことか？
Ａ：まだまだ実態を理解していない議員もいるので、わかってもらうための活動、議連活動を活発化させていきたい。
4.石狩地本　札幌市職連　今村さん
Ｑ：臨時非常勤の人件費が物件費あつかいとはどういうことか？

Ａ：財政的な措置がないため、自治体では、人件費ではなく物件費から支払われている。法の矛盾でもあり、地方自治法を変えることをはじめ、段階的に解決していく必要がある。
5.網走地本　網走市労連　結城さん
Ｑ：指定管理者制度について、民主党・国政の中ではどのような議論になっているのか？

Ａ：総務省では議論されているし、えさき議員などが質問して国会でも議論されている。また、12月28日、総務省からきちっとした形で制度を運用するよう通達が出されており、運用の現状を再確認するとともに、適正な運用への是正をもとめていく必要がある。
6.後志地本　小樽病職　石坂さん

Ｑ：病院の縮小が進められている。臨時・非常勤がかなりの人数が首を切られる可能性がある。組織化が進んでいない状況にあるが、どのような対策があるか？署名活動が行われるがどうしていけばいいか？
Ａ：当事者が立ち上がり、当局と交渉していく必要があると思う。働いているものの生活・地域医療を守るため、衛生医療評と相談しながら取り組みをすすめていただきたい。
■学習会Ⅱ　「公務員制度改革～自律的労使関係措置に向けた課題」

高柳　英喜　自治労中央本部総合企画総務局部長
公務員制度改革・労働基本権問題について、内閣官房に派遣され、５年ほどかかわってきている。法律については、公務員制度改革基本法に基づき、次の通常国会に国家公務員法の改正案が提出される予定で、２月に閣議決定、３月か４月の上旬に国会提出、後半国会で審議が予定されているが国会情勢が微妙で読めない状況。
地方公務員については、国公との整合性を求めるとのことだが、現時点では、細かい部分は検討されていない。危惧しているのは、国公は通ったが、地公が通らない、審議にもかからないという恐れがある。こちらとしては、改正できないのなら、総人件費削減は一切のまないという立場にある。

労働基本権については、キーワードは自律（他からの介入なしで自分達で決める）であり、閣議決定された「公務員の給与改定に関する取り扱いについて」の附則で地方公務員の労働基本権について国家公務員と整合性をもつということになっている。団結権、争議権、団体交渉権などについて議論されているが、争議権については、国民の視線があり、争議予告・強制調停・仲裁裁定など争議行為に係わる規制・調整措置がモデルケースとして出されている。
引き続く課題として、当該単組での労使の交渉が基本になるため、非組合員の組織化のチャンスとして、組織強化拡大の取り組みを進めていただきたい。
